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Abstract
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1.はじめに

企業は,なぜまたは何をきっかけに管理会計システム ･実務をチェンジし

ようとするのか｡また,どのようにして行うのか｡従来,組織に浸透してい

る既存の管理会計システム ･実務のチェンジに企業は消極的であると考えら

れてきた｡しかし,LibbyandWaterhouse(1996),WilliamsandSeaman

(2001)の調査結果から,管理会計システム ･実務のチェンジに取り組む企業

が決して少なくないことが明らかにされるなど,管理会計システム ･実務の

チェンジ現象そのものに多くの研究者の関心が寄せられるようになった｡特

に,欧米では,管理会計チェンジ研究として,さまざまな分析フレームワ-
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クが開発され,チェンジ現象の解明がすすめられている｡管理会計チェンジ

研究とは,管理会計システム ･実務が,なぜ,どのように普及,導入,変更,

拒否されるかを明からにする研究である(吉田,2003)0

管理会計チェンジ研究の分析フレームワークについて,吉田(2003)は,(1)

構造的パースペクティブ,(2)アクター ･ネットワーク理論のパースペクテ

ィブ,(3)制度論的パースペクティブ,(4)普及論的パースペクティブ,の4

つに分類した｡本稿では,とくに,構造的パースペクティブに基づく管理会

計チェンジ研究に着目することにし,まず,既存の管理会計チェンジ研究の

詳細なサーベイを通じて知見を整理する｡そして,今後,管理会計チェンジ

研究を展開させるうえでの課題をいくつか示したい｡なお,制度論的パース

ペクティブおよび普及論的パースペクティブに基づ くチェンジ研究について

は,吉田(2004)に詳しい｡

本稿q)構成は以下のとおりである｡まず,次節では,構造的パースペグテ

ィに基づいた管理会計チェンジの定量的研究を,第 3節では,定性的研究を

それぞれサーベイし,知見を整理する｡最後に,以上の議論をまとめ,構造

的パースペクティブに基づく管理会計チェンジ研究の課題を示す｡

2.定量的研究のサーベイ

本節ではノ,近年の定量的な管理会計チェンジ研究 として,Libbyand

Waterhouse(1996),WilliamsandSeaman(2001),WilliamsandSeaman

(2002),BainesandLangfield-Smith(2003)をとりあげる｡以下では,(1)そ

れぞれの研究における作業仮説と解析結果,(2)分析モデルの構成概念,(3)

主な知見,について整理する｡

2.1定量的研究における作業仮説と解析結果

1.LibbyandWaterhouse[1996]の研究

LibbyandWaterhouse(1996)は,カナダの製造業を対象に,MACS
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(Managementaccountingandcontrolsystems)のチェンジに影響をあたえる

要因の解明を試みた｡

本研究でとりあげられたMACSのデータセットは,(1)計画システム,

(2)コントロール ･システム,(3)原価計算システム,(4)報酬システム,(5)

意思決定システムの5分野にわたり,それぞれの分野が細分化され合計23種

類のMACSから構成されている｡

作業仮説は,(1)競争の環境が厳しいほど,(2)分権化された組織構造であ

るほど,(3)組織の規模が大きいほど,(4)組織の学習能力 (管理会計領域に

関する知識の学習能力)が高いほど,MACSのチェンジの数に正の影響を

与える,である｡

質問票調査は,1994年に,製造業における従業員数100名以上の企業24社

を対象に実施された｡質問票の回答者は,会計 ･経理担当者であった｡解析

の結果,作業仮説(4)のみ支持された｡

2.WilliamsandSeaman(2001)の研究

WilliamsandSeaman(2001)は,シンガポールの企業を対象に,Libby

andWaterhouse(1996)の追試を試みた｡ただし,本研究では,分析モデル

の説明変数のひとつである組織の分権化のかわりに,集権化が採用されてい

る｡

作業仮説は,(1)競争の環境が厳しいほど,(2)集権化された組織構造であ

るほど,(3)組織の規模が大きいほど,(4)組織の学習能力が高いほど,

MACSのチェンジの数に正の影響を与える,である｡

質問票調査は,1997年に,製造業,工業,サービス業における従業員数

100名以上の企業93社を対象に実施された｡質問票の回答者は財務最高責任

者(CFO)である｡解析の結果,作業仮説(1)は,サービス業で支持された｡

作業仮説(2)は,産業全体,製造業,工業で支持された｡作業仮説(3)は支持

されなかった｡作業仮説(4)は,製造業で支持された｡
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3.WilliamsandSeaman(2002)の研究

WilliamsandSeaman(2002)は,シンガポールの企業を対象に,MACSの

チェンジと組織成果の関係の解明を試みた｡本研究では,MACSのチェン

ジが組織成果に直接的に影響するというよりも,部門の目標を達成するため

にマネジャーが利用可能な情報量であるMRI(Managerialrelevantinforma-

tion)を媒介して,組織成果に間接的に影響すると想定されている｡

MACSのデータセットは,LibbyandWaterhouse(1996)を踏襲している｡

作業仮説は,(1)MACSのチェンジと組織成果の関係は,まず,MACSの

チェンジの増加がMRIに正の影響を及ぼし,次いで,MRIが組織成果に正

の影響を及ぼすという間接的な関係である,(2)および(5)タスクの多様性

(および困難性)が増すほど,MACSのチェンジは増加する,(3)および(6)

タスクの多様性 (および困難性)が増すほど,MACSのチェンジとMRIの

関係は強 くなる,(4)および(7)タスクの多様性 (および困難性)が増すほど,

MRIと組織成果の関係は強くなる,である｡

質問票調査は,1997年に,製造業,工業,サービス業における従業員数

100名以上の企業232社を対象に実施された｡質問票の回答者は財務担当責任

者(CFO)である｡解析の結果,作業仮説(1)は支持された｡作業仮説(2)お

よび(5)ともに支持された｡作業仮説(3)および(6)ともに支持された｡作業

仮説(4)および(7)については,双方支持されなかった｡

4.BainesandLangfield-Smith(2003)の研究

BainesandLangfield-Smith(2003)は,(1)管理会計システム ･実務のチェ

ンジを促進する要因,(2)管理会計システム ･実務のチェンジを含め,非財

務的管理会計情報の利用を促進する要因,(3)非財務的管理会計情報と組織

成果の関係,について構造方程式モデルにより解明を試みた｡

作業仮説は,(1)競争環境が厳しくなるほど,戦略は差別化戦略へと移行

する,(2)競争環境が厳しくなるほど,チーム単位の組織構造の採用が増え
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る,(3)競争環境が厳しくなるほど,高度な生産技術の採用が増える,(4)差

別化戦略への移行が進むほど,チーム単位の組織構造の採用が増える,(5)

差別化戦略への移行が進むほど,高度な生産技術の採用が増える,(6)差別

化戦略への移行が進むほど,高度な管理会計実務の採用が増える,(7)高度

な生産技術の採用が増えるほど,チーム単位の組織構造の採用が増える,(8)

高度な生産技術の採用が増えるほど,高度な管理会計実務の採用が増える,

(9)高度な管理会計実務の採用が増えるほど,非財務的管理会計情報の利用

が促進される,(10)差別化戦略への移行が進むほど,非財務的管理会計情報

の利用が促進される,(ll)チーム単位の組織構造の採用が増えるほど,非財

務的管理会計情報の利用が促進される,(12)高度な生産技術の採用が増える

ほど,非財務的管理会計情報の利用が促進される,(13)非財務的管理会計情

報の利用が促進されるほど,組織成果が改善される,である｡

オーストラリアの製造業141社のゼネラル ･マネジャーを対象に質問票調

査が実施された｡支持された作業仮説は,(1),(4),(5),(6),(9),(ll),

(12),(13)である｡

2.2分析モデルの構成概念

1.管理会計システム ･実務のチェンジ

管理会計チェンジ研究における,管理会計システム ･実務のチェンジには,

先にも述べたように普及,導入,変更,拒否など,さまざまなチェンジ現象

が含まれる｡また,管理会計チェンジ研究は,ABC/ABMや BSCなどの先

端な管理会計システム ･実務のみを研究対象とする導入研究とは異なり,新

旧あらゆる管理会計システム ･実務を研究の対象にする｡したがって,管理

会計システム ･実務のチェンジといっても,どのような管理会計システム ･

実務が,どのようにチェンジするかによって分析の対象は異なる｡以下,定

量的研究において,管理会計システム ･実務のチェンジ (以下,管理会計チ

ェンジと略記)がどのように操作化されているのか整理する｡
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LibbyandWaterhouse(1996)は,管理会計チェンジを過去 3年間に採用

したMACSの数で操作化した｡MACSのデータセットは,(1)計画システ

ム (予算編成,生産計画,資本予算,戦略計画,その他の計画システム),

(2)コン トロール ･システム (個人またはチームの業績測定,組織成果測定,

品質測定,顧客満足測定),(3)原価計算 (製造間接費の直接配賦,販売費の

直接配賦,その他の間接費の直接配賦,事業部間または部門間での製品振替,

その他の原価計算システム),(4)報酬システム (ボーナス,出来高給,その

他の報酬システム),(5)意思決定システム (従来よりも増した報告の頻度,

従来よりも増した非財務指標の利用,従来よりも拡大した報告の範囲,その

他の報告システムへのチェンジ,その他の意思決定システムのチェンジ),

である｡

一万,BainesandLangfield-Smith(2003)は,管理会計チェンジを過去 3

年間で採用した高度な管理会計実務の利用の程度で操作化した｡管理会計実

務のデータセットは,(1)ABC,(2)ABM,(3)原価企画,(4)価値連鎖分析,

(5)ベンチマーキング,(6)製品ライフサイクル分析,(7)製品収益性分析,

(8)顧客収益性分析,(9)品質改善プログラム,である｡

2.管理会計チェンジの説明変数

競争環境

LibbyandWaterhouse(1996),WilliamsandSeaman(2001)は,競争と管

理会計チェンジとの関係に経験的な証拠を示したYakouandDorweiler

(1995)の研究から,競争が管理会計チェンジに影響する直接的な要因として

いる｡

LibbyandWaterhouse(1996),WilliamsandSeaman(2001)がとりあげる

競争の次元は,組織が直面する競争の圧力(Khandwalla,1977)である｡競争

の圧力は,まず,(1)原材料,技術者,販売 ･物流,製品 ･サービスの品質

と品種,価格それぞれの分野における競争の厳しさの程度が測定され (2)
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それぞれの分野における収益性と成長性を重視する程度で競争のタイプが測

定され,最終的に,(3)双方の測定結果からひとつの尺度に縮約される｡

BainesandLangfield-Smith(2003)でも,競争の次元に,Khandwalla

(1977)に修正を加え採用している｡しかし,競争の圧力は,管理会計チェン

ジを促進する直接的な要因ではなく,差別化戦略,高度な生産技術を媒介し

た間接的な要因としている｡

タスク環境

Galbraith(1977)によれば,組織は,タスク不確実性を解決するために,

タスクを組織構造的に分化するなどして個々の情報処理量を低減させるか,

あるいは情報システムの強化により企業の情報処理能力を向上させる｡また,

Perrow(1970)によれば,タスク不確実性はタスク多様性とタスク困難性に

二分される｡ここから,WilliamsandSeaman(2002)は,タスク多様性およ

びタスク困難性が管理会計チェンジを促進させる直接的な要因としている｡

タスク不確実性の測定尺度は,VandeVanandDelbecq(1974),Vande

VanandFerry(1980)を採用している｡タスク多様性は,(1)オペレーショナ

ル ･マネジャーの仕事が日々同じである程度,(2)オペレーショナル ･マネ

ジャーが同じ仕事を同じ方法でする程度,(3)仕事がルーティンである程度,

(4)オペレーシ ョナル ･マネジャーが仕事を遂行する上で繰 り返しの行動を

とっている程度,で測定される｡一方,タスク困難性は,(1)仕事を遂行す

る方法が明確になっている程度,(2)仕事を遂行が手順化されている程度,

(3)オペレーティング ･マネジャーが仕事を遂行する上でのノウハウが明確

に定義されている程度,(4)オペレーショナル ･マネジャーが仕事を遂行す

る上で確立された手続きに頼る程度,で測定される｡

戦略

ChallahanandGabriel(1998),ChenhallandLangfield-Smith(1998)では,
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差別化戦略を重視する企業ほど,高度な管理会計実務の利用の程度が高いと

いう経験的証拠が示された｡この結果から,BainesandLangfield-Smith

(2003)は,差別化戦略への移行が管理会計チェンジを促進するとの仮説を用

意した｡

差別化戦略は,過去 3年間で,事業単位が重視する差別化戦略の項目を変

化させた程度で測定している｡差別化戦略の項目には,ChenhallandLang-

field-Smith(1998)を援用し,具体的には,(1)納期の厳守,(2)状況に応じた

納期の確約,(3)製品の高品質性,(4)アフタサービス,(5)頻繁なモデルチ

ェンジと新製品投入,(6)顧客ニーズに合わせた製品 ･サービスのカスタマ

イズ,(7)広域配送,(8)迅速な大量生産,(9)プロダクトミックス,である｡

生産技術

CIMやJITといった高度な生産技術の導入により,直接工や在庫が減少

するとともに,製造間接費が増加することで製品のコスト構造が変化する｡

このような生産環境のもとでの標準原価計算や伝統的な間接費の配賦方法の

有用性に,多くの管理会計研究者は限界を示唆している｡BainesandLang-

field-Smith(2003)は,高度な生産技術の採用が管理会計チェンジを促進する

直接的な要田としている｡

生産技術は,過去 3年間で,事業単位が利用する生産技術の項目を変化

させた程度で測定している｡生産技術の項目は,(1)CAD,(2)JIT生産,

(3)TQM,(4)JIT購買,(5)生産資源計画,(6)CIM,(7)MRP,(8)CAM,

(9)フレキシブル生産システム,である｡

組織構造

LibbyandWaterhouse(1996)は,組織の分権化が管理会計チェンジに直

接的に影響する要因としている｡一方,williamsandSeaman(2001)は,組

織の集権化が管理会計チェンジに直接的に影響する要因としている｡
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Hofstede(1980)は,WilliamsandSeaman(2001)の調査国であるシンガ

ポールは,LibbyandWaterhouse(1996)の調査国であるカナダに比べ,権

力や権限が組織の垂直関係において隔たりが大きい文化圏であるという経験

的な証拠を示した｡Hofstede(1980)の結果をもとに,WilliamsandSeaman

(2001)は,シンガポール企業は (カナダよりも)経営意思決定の権限も経営

上層部に集中していると推察し,シンガポールのように組織の集権化の程度

が高い国での調査では,組織の分権化と管理会計チェンジとの相関を想定す

るりは適切でないとの理由から,LibbyandWaterhouse(1996)とは反対の

仮説を用意した｡

組織の分権化および集権化を測定するにあたっては,Inksonetal.(1970)

を採用し,主だった経営意思決定事項の決定を,部門のアシスタントレベル

から本社,親会社などの組織外部レベルのどこで決定されるかで測定してい

る｡

組織の規模

LibbyandWaterhouse(1996),WilliamsandSeaman(2001)は,組織の規

模を従業員数で操作化し,管理会計チェンジに影響する直接的な要因として

いる｡

KimberlyandEvanisko(1981)の研究では,組織の規模は,技術の変化と

正の相関を示した一方で,管理技法の変化とは有意な結果が得られなかった｡

KimberlyandEvanisko(1981)の結果をもとに,LibbyandWaterhouse

(1996),WilliamsandSeaman(2001)は,組織の規模の拡大とともに｡多く

の経営資源を保有するようになる反面,組織の官僚化 (Pughetal.(1968))

により,管理会計チェンジを妨げると推察した｡

組織の学習能力

LibbyandWaterhouse(1996),WilliamsandSeaman(2001)は,ある領域
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に関する事前の知識がその領域に関する新しい知識の吸収や活用を促進する

というCohnandLevinthal(1990)の組織学習の理論をもとに,管理会計領域

に関する豊富な知識と管理会計チェンジとの関係についての仮説を用意し

た｡管理会計領域に関する豊富な知識を組織の学習能力と定義し,既存の

MACSの数で操作化した｡

3.組織成果

WilliamsandSeaman(2002),BainesandLangfield-Smith(2003)は,管理

会計チェンジと組織成果の関係について,媒介変数を組み入れて仮説を用意

した｡

WilliamsandSeaman(2002)の組織成果の分析レベルは,部門レベルでの

成果である｡WilliamsandSeaman(2002)は,VandeVanandFerry(1980)

の測定尺度に修正を加えて成果を測定した｡組織成果は,過去3年間で,主

要な業務において平均的な成果を得られたか否かの程度で測定している｡組

織成果の項目は,(1)仕事の数量,(2)仕事の質,(3)イノベーションあるい

はアイデアの数,(4)仕事にたいする名声,(5)製造あるいはサービスの目標

の達成度,(6)仕事の効率性,(7)仕事上のモラル,といった主観的な尺度で

ある｡

BainesandLangfield-Smith(2003)の組織成果の分析レベルは,事業部レ

ベルの成果である｡組織成果の測定は,Govindarajan(1988),Govindarajan

andFisher(1990)の測定方法を採用した｡組織成果は,過去 3年間における,

ROI,利益,営業キャッシュフロー,コスト･コントロール,新製品の開発,

売上高,市場シェア,市場開拓,人材育成,政治 ･公共問題の項目について

他社との相対的な達成度で評価されている｡

4.管理会計チェンジと組織成果の媒介変数

管理会計システム ･実務の利用と組織成果とを直接的に関係づけるには,
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経験的な証拠に乏しいのが現状である｡その一方で,MiaandClarke(1999)

は,厳しい競争環境において,管理会計情報の利用と組織成果の間接的な関

係を発見した｡定量的な管理会計チェンジ研究でも,管理会計チェンジと組

織成果を間接的にむすびつける媒介変数が着目されている｡

MRI

WilliamsandSeaman(2002)は,管理会計チェンジと組織成果との間接的

な関係を想定し,媒介変数としてMRIをとりあげた｡WilliamsandSea一

man(2002)は,MRIを,部門の目標を達成するためにマネジャーが利用で

きる情報量と操作化している｡

MACSとMRIの関係については,KrenandLiao(1988),Kren(1992)に

おいて,MACSがMRIの主な情報源であることが示されている｡MRIの

測定は,Kren(1992)を採用している｡MRIは,(1)オペレーショナル ･マ

ネジャーは,仕事をよく遂行するためにどのような情報が必要か常に熟知し

ている程度,(2)オペレーショナル ･マネジャーは,代替案を評価するため

の戦略的な情報を獲得することができる程度,(3)オペレーショナル ･マネ

ジャーは,部門の業績目標を達成するために最適な評価をしたり,決定事項

を配分するための適切な情報をもっている程度,で測定される｡

非財務的管理会計情報

ChenhallandLangfield-Smith(1998)は,差別化戦略をとる企業は,高度

な管理会計実務の利用と非財務的な情報を重視することで好業績をあげてい

るという経験的な証拠を示した｡さらに,AbernethyandLillis(1995),

Bankeretal.(2000),Pereraetal.(1997),SinandKillough(1998)では,

フレキシブルな生産環境において,管理会計技法の重視と非財務的な評価尺

度の利用との間に正の関係が経験的な証拠として示されている｡ここから,

BainesandLangfield-Smith(2003)は,管理会計チェンジと非財務的管理会
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計情報に関する仮説を用意した｡

非財務的情報の利用.と組織成果の改善 との関係についても,Abernethy

andLillis(1995),Davila(2000),ChongandChong(1997),Pereraetal.

(1997),SinandKillough(1998)などで経験的な証拠が示されている｡ここ

から,BainesandLangfield-Smith(2003)は,非財務的管理会計情報と組織

成果に関する仮説を用意した｡

非財務的管理会計情報は,過去 3年で,意思決定のために重視する情報が

変化した程度で測定している｡非財務的管理会計情報の項目は,Abernethy

andLillis(1995)が採用され (1)納期の厳守,(2)顧客満足,(3)資材ロス,

(4)欠陥,(5)サプライヤ評価,(6)市場シェア,(7)従業員の教育 ･トレーニ

ング,(8)チーム業績,(9)段取時間,(10)従業員満足,(ll)人事異動,であ

る｡

2.3定量的研究の知見

定量的研究では,管理会計チェンジを促進させる要因と管理会計チェンジ

が組織成果へ与える影響の解明が試みられている｡

定量的研究の知見は大きく2つに整理できる｡第 1は,管理会計チェンジ

を促進する要因にかんしてである｡LibbyandWaterhouse(1996)とその追

試であるWilliamsandSeaman(2001)で一致した解析結果としては,製造業

では,組織の学習能力が管理会計チェンジと正の相関であったことである｡

また,組織の規模と負の相関であったことも双方の研究において一致してい

る｡このことから,LibbyandWaterhouse(1996)の分析モデルは,部分的

にではあるがクロスナショナルに移転可能であることが確認された｡しかし,

WilliamsandSeaman(2001)では,組織の集権化の仮説は,産業全体で支持

されたものの,たとえば,組織の学習能力の仮説が支持されたのは製造業だ

けであったなど,全ての仮説がクロスセクショナルに移転可能ではなかった｡

WilliamsandSeaman(2002)では,タスク困難性とタスク多様性ともに,
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管理会計チェンジと正の相関関係にあったが,タスク多様性の方がより強い

相関関係にあった｡BainesandLangfield-Smith(2003)では,管理会計チェ

ンジを促進させる要因として差別化戦略と高度な生産技術をあげ,それぞれ

に仮説を用意していたが,支持されたのは差別化戦略のみであった｡

第 2は,管理会計チェンジが組織成果に与える影響にかんしてである｡

WilliamsandSeaman(2002)では,管理会計チェンジが,組織成果に直接的

に影響するのではなく,MRIを媒介して組織成果を改善するという結果を

得た｡管理会計チェンジとMRIの関係は,タスク多様性よりもタスク困難

性にモデレー トされる一方で,MRIと組織成果の関係はタスク困難性とタ

スク多様性の程度とは無関連であった｡

BainesandLangfield-Smith(2003)でも,管理会計チェンジが直接的に組

織成果に影響するのではなく,管理会計チェンジによって非財務的管理会計

情報を重視する程度が高まり,そのことが組織成果の改善につながるという

結果を得た｡ただし,非財務的管理会計情報の利用の促進は,高度な管理会

計実務によってのみ影響されるのではなく,チーム単位の組織構造と高度な

生産技術からも影響を受けていた｡BainesandLangfield-Smith(2003)の構

造方程式モデルから明らかにされたのは,(1)競争の厳しい環境では,企業

は差別化戦略にチェンジすること,(2)その結果として,チーム単位の組織

編成,高度な生産技術,高度な管理会計実務へのチェンジを促進すること,

(3)それら3つのチェンジが組織成果を改善に導いた非財務的管理会計情報

と強い関係にあること,である｡

3.定性的研究のサーベイ

本節では,管理会計チェンジにかんする定性的研究として,Innesand

Michell(1990),Cobbetal.(1995)の発見事項を中心に概観するとともに,

それらの研究成果の知見を整理する｡
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3.1InnesandMitchell(1990)の研究

InnesandMichell(1990)は,スコットランドの電子機器メーカー7社を対

象に,管理会計チェンジのプロセスに影響を及ぼす要因を明らかにすること

を試みた｡

調査データは,各社の上級経理担当者 (上級管理会計担当者も含む)を対

象にしたインタビューによって収集された｡

調査の結果,｢モティベータ｣,｢カタリスト｣,｢ファシリテ一夕｣の3つ

の要因が管理会計チェンジのプロセスに影響していることが明らかになっ

た｡モティベータとは,競争環境や生産技術の変化など管理会計チェンジを

間接的に促進する要因である｡カタリストとは,マーケットシェアや収益性

の低下など管理会計チェンジを直接促進する要田である｡ファシリテ一夕と

は,適切な会計スタッフや情報システムなど,それだけでは十分ではないが

管理会計チェンジをサポートする上で必要な要因である｡モティベータとカ

タリストが管理会計チェンジを促進するが,それはファシリテ一夕が存在す

る場合のみ効果的な管理会計チェンジにつながることが明らかにされた｡

3.2Cobb,Helliarandlnnes(1995)の研究

Cobbetal.(1995)は,ある多国籍銀行の英国事業部における管理会計チェ

ンジのプロセスについて長期にわたる参与観察から明らかにすることを試衣

た ｡

調査データは,主に英国事業部における経理担当者とマネジャーへの継続

的なインタビューと必要に応じた関係者との非公式の対話から収集された｡

調査の結果,InnesandMichell(1990)で示されたモティベータ,カタリス

ト,ファシリテ一夕に加え,(1)｢バリア｣,｢リーダシップ｣,｢モメソト｣

の3つの要因が管理会計チェンジのプロセスに影響していること,(2)管理

会計チェンジは,モティベータ,カタリスト,ファシリテ一夕だけでは不十

分であり,バリアを克服するリーダシップとチェンジを継続するモメソトが
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必要であること,が明らかになった｡

具体的には,金融市場のグローバル化と金融商品の開発頻度の高まりが英

国事業部におけるモティベータであった｡カタリストは,本社からの厳しい

収益性改善要請と新たに着任した取締役,CFOなどの組織メンバで,ファ

シリテ一夕は,会計担当者と情報システム技術の拡充であった｡

バリアは,管理会計チェンジを遅らせたり,阻害する要因で,本ケースで

は,管理者の抵抗,会計担当者の異動,意識の低下が観察された｡リーダー

シップは,バリアを克服するための要因で,本ケースでは,カタリストとし

ての組織メンバが管理会計チェンジを奨励する一方で,バリアを克服するた

めにリーダシップを発揮し一人二役を担っていた｡モメソトとは,管理会計

チェンジを持続させる要因であり,本ケースでは,5年にわたりさまざまな

管理会計システムの導入が試みられ 運用,改善,廃止が繰り返し行われて

きたことが管理会計チェンジのメモントして機能していた｡

3.3定性的研究の知見

定性的研究の知見の第 1は,管理会計チェンジの分析対象にかんしてであ

る｡定量的研究では,管理会計チェンジを管理会計システム ･実務の採用

(あるいは利用)に限定して分析している｡一方,定性的研究では,採用の

他に廃止や中止など管理会計チェンジのネガティブな側面も扱われている｡

第 2は,管理会計チェンジのプロセスにかんしてである｡定性的研究で明

らかにされた要因が,定量的研究の分析モデルを構成する変数 と部分的に

オーバーラップする｡たとえば,InnesandMichell(1990),Cobbetal.

(1995)で共通して確認されたモティベータ,ファシリテ一夕は,定量的研究

では競争環境,組織の学習能力にそれぞれ相当する｡InnesandMichell

(1990)では,ファシリテ一夕がない場合は,新しい管理会計システム ･実務

の運用に至らないことが示された｡しかし,Cobbetal.(1995)では,管理会

計チェンジにファシリテ一夕があっても,組織メンバの抵抗によって管理会



230 経 営 と 経 済

計システム ･実務の導入が遅れたり,中断するケースが確認された｡

InnesandMichell(1990)では,調査した7社全てにおいて,管理会計チェ

ンジにともない,管理会計担当者が財務的情報を補うために,非財務的情報

を開発し,組織内で幅広 く利用されるようになったことが明らかにされた｡

この結果は,BainesandLangfield-Smith(2003)で示された管理会計チェン

ジと非財務的管理会計情報との関係を示唆するケースであろう｡

このように,定性的研究では,定量的研究で提示された変数間の関係が検

証されながらも,定量的研究の分析モデルには描捉されていない要因にも着

目され,管理会計チェンジのプロセスの解明が試みられている｡

第 3は,管理会計チェンジによる組織成果にかんしてである｡残念ながら,

定性的研究では,組織成果との関係について具体的に示されていない｡ただ

し,管理会計チェンジがもたらす効果については,InnesandMichell(1990)

でいつくか示されている｡具体的には,管理会計チェンジによって,(1)原

価低減,原価管理,品質,業績評価などの管理会計領域において,管理者が

タイムリーにかつ適切な情報を入手できるようになった,(2)管理会計担当

者の役割が社内で制度化されることで,管理者の行動がコストを意識したも

のへ変化した,(3)競合他社のコスト分析や設計コストなど広範囲な原価情

報を扱うようになったことで,管理会計担当者は,エンジニアや工場の現場

監督者など他部門と緊密な関係をとるようになった,である｡これら3つの

結果のうちとくに,管理会計チェンジによって,管理者がタイムリーにかつ

適切な管理会計情報を入手できるようになったことは,WilliamsandSea-

man(2002)で示された管理会計チェンジとMRIの関係にほぼ一致する｡

4.おわりに

本稿では,既存の定量的および定性的研究をサーベイし,管理会計チェン

ジに影響 (促進)する要田,管理会計チェンジのプロセス,そして,管理会



構造的パースペクティブに基づく管理会計チェンジ研究の課題 231

計チェンジと組織成果との関係にかんする研究成果の知見を整理した｡本稿

のおわりとして,管理会計チェンジ研究を展開していく上での課題を列挙す

る｡

1.クロスナショナル,クロスセクショナルに移転可能な分析モデルの構築

2.管理会計システム ･実務の相互関係の解明

3.管理会計チェンジと組織成果の関係の解明

4.BainesandLangfield-Smith(2003)の構造方程式モデルの追試

5.管理会計チェンジ ･プロセスのより深層的な解明

1.について,WilliamsandSeaman(2001)では,LibbyandWaterhouse

(1996)の分析モデルにおけるクロスナショナル,クロスセクショナルな移転

可能性が検証されたが,結果としては限られた仮説の移転にとどまり,分析

モデルの修正の余地が残されていた｡クロスナショナルに移転可能性を南め

るためには,たとえば,WilliamsandSeaman(2001)で指摘された文化的要

因を考慮した上で,カナダ,シンガポール以外の国で追試し,クロスナショ

ナルに移転可能な要因の探索が必要である｡一方,クロスセクショナルに移

転可能性を高めるためには,新たな変数の追加の余地が残されている｡その

際,定性的研究による発見事項の援用が有効であるかもしれない｡

2.について,定量的研究では,管理会計システム ･実務が複数採用され

た場合,それらシステム ･実務間の相互関係,または,既存の管理会計シス

テム ･実務との相互関係は考慮されていない｡しかし,実際には,採用され

た管理会計システム ･実務が単独というよりは,他のシステム ･実務と作用

して,なんらかの効果 (成果)が得られると考えられる｡この視点は,より

現実にそくした管理会計チェンジの分析のために必要である｡

3.について,LibbyandWaterhouse(1996)の分析モデルでは,管理会

計チェンジを従属変数とするのみで,組織成果との関係は検討されていない｡
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また,WilliamsandSeaman(2002)では,管理会計チェンジの説明変数が少

ない｡今後は,コンティンジェンシー理論にもとづいた管理会計チェンジの

包括的な分析モデルが必要である｡また,組織成果のレベルについては,

WilliamsandSeaman(2002)は部門であるのにたいして,BainesandLang-

field-Smith(2003)は事業部である｡このように,これらの分析結果を直接比

較できないことから,今後は,組織成果の分析レベルに応じたそれぞれの研

究蓄積も必要である｡

4.について,BainesandLangfield-Smith(2003)によると,高度な管理

会計実務へのチェンジを促進したのは差別化戦略へのチェンジのみで,高度

な生産技術ではなかった｡高度な生産技術がコスト構造を大きく変化させ,

そのことが高度な管理会計実務への移行がすすむというのは,管理会計研究

者の一般的な見解であるが,このことが必ずしも経験的な証拠で示されてい

るわけではない｡このことを検証するために,たとえば,高度な生産技術の

導入がすすむ米国企業や日本企業などを対象にした追試が有効であろう｡

5.について,経時的ケース研究が必要になる｡経時的ケース研究のため

の調査手法および分析枠組として,吉田(2004)は,制度論的アプローチの可

能性を示唆している｡近藤(2004),近藤 ･吉田(2005)では,制度論的アプロー

チにもとづいた原価企画の管理会計チェンジ ･プロセスの解明が試みられて

いる｡
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